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(百万円未満切捨て)

１．2027年３月期第１四半期の業績（2026年４月１日～2026年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 1,664 4.2 9 － 61 － 37 －
2026年３月期第１四半期 1,597 7.0 △49 － △37 － △33 －

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2027年３月期第１四半期 1.28 －
2026年３月期第１四半期 △1.16 －

(注) 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき1.05株の割合で株式分割を行っております。

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2027年３月期第１四半期 14,253 11,556 81.1
2026年３月期 15,848 12,086 76.3

(参考) 自己資本 2027年３月期第１四半期11,556百万円 2026年３月期12,086百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2026年３月期 － 0.00 － 20.00 20.00
2027年３月期 －
2027年３月期(予想) 0.00 － 20.00 20.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき1.05株の割合で株式分割を行っております。

３．2027年３月期の業績予想（2026年４月１日～2027年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 10,130 5.5 1,830 △8.3 1,931 △6.5 1,293 △9.9 44.38

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2027年３月期１Ｑ 32,373,036株 2026年３月期 32,373,036株

② 期末自己株式数 2027年３月期１Ｑ 3,249,053株 2026年３月期 3,237,546株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2027年３月期１Ｑ 29,131,026株 2026年３月期１Ｑ 29,136,714株

(注) 当社は、2026年４月１日付で普通株式１株につき1.05株の割合で株式分割を行っております。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査法人

によるレビュー

： 有（義務）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は、様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって

の注意事項等については、添付資料Ｐ．５「１．経営成績等の概況 （３）業績予想などの将来予測情報に関する説

明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当四半期累計期間の経営成績の概況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善や各種政策の効果により、景気は緩やかな

持ち直しの動きがみられました。一方で、原材料・エネルギー価格の高騰や物価上昇による個人消費への影響が懸

念される等、先行きは不透明な状況が続いております。

美容業界におきましては、美容室経営の二極分化が進んでおり、多くの美容室では来店客数の減少や客単価の伸

び悩み、生産性の低下等、依然として厳しい状況が続いております。

このような状況の中、当社におきましては「女性は髪からもっと美しくなれる」というコーポレートスローガン

のもと、美容室でのカウンセリングを通じて、来店客に対して付加価値の高いヘアケア提案を行っております。特

に、ヘアケアの基本であるシャンプー及びトリートメントの主力ブランド「コタ アイ ケア」を中心に美容室での

販売を推進することで、多くの「女性のキレイ」を髪から応援しております。また、創業精神である「美容業界

（美容室経営）の近代化」をベースに、独自のビジネスモデルである「トイレタリーの販売を中心とした店販戦

略」と「旬報店システムを軸としたコンサルティング・セールス」を引き続き展開し、美容室の業績向上に向けた

提案や経営に関する支援を行っております。

売上高につきましては、店販戦略の主力である「コタ アイ ケア」の販売が堅調に推移したことから、前年同四

半期を上回りました。

また、売上原価につきましては、増収に伴う増加や原材料費の上昇等により前年同四半期を上回りました。販売

費及び一般管理費につきましては、人件費等は増加したものの、2026年３月27日に発生したランサムウェア感染に

よるシステム障害の影響により、株主優待品の発送時期及び当該費用の計上が第２四半期以降となったことから前

年同四半期を下回りました。

営業外収益につきましては、違約金収入が前年同四半期より36百万円増加しました。

これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高は1,664百万円（前年同四半期比4.2％増）、営業利益は９百万円

（前年同四半期は営業損失49百万円）、経常利益は61百万円（前年同四半期は経常損失37百万円）、四半期純利益

は37百万円（前年同四半期は四半期純損失33百万円）となりました。当社は営業戦略上、売上高及び各利益の構成

比率は下半期のウエイトが大きく、特に第１四半期の構成比率は小さくなっているため、通期に対する影響額は小

さいものと判断しております。
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なお、当社は美容室向けの頭髪用化粧品及び医薬部外品の製造、販売事業の単一セグメントであるため、セグメ

ント情報の開示は行っておりませんが、売上高の内訳は以下のとおりであります。

区分

前第１四半期累計期間 当第１四半期累計期間
増減額

(百万円)

増減率

(％)
金額

(百万円)

構成比

(％)

金額

(百万円)

構成比

(％)

トイレタリー 1,149 68.5 1,232 70.5 82 7.2

整髪料 346 20.7 353 20.3 7 2.1

カラー剤 48 2.9 44 2.5 △4 △8.6

育毛剤 76 4.5 79 4.6 3 4.7

パーマ剤 29 1.7 19 1.1 △9 △32.3

その他 28 1.7 17 1.0 △10 △37.0

小計 1,678 100.0 1,747 100.0 69 4.2

売上高控除 △81 － △83 － △2 －

合計 1,597 － 1,664 － 67 4.2

当社は、２つのミッションである「世の中の美容室を一軒でも多く近代経営に導く」と「世の中の女性を一人で

も多く髪から美しくする」を実現するために、トイレタリーの販売を中心とした「店販」を推進しながら、美容室

の経営改善システムである「旬報店システム」を軸とした美容室の経営コンサルティング（コンサルティング・セ

ールス）を展開することで、成長・繁栄につながるさまざまな提案を美容室に行っております。

そのため売上高に占めるトイレタリーの割合は、同業他社に比べ高いことが特徴であります。

（２）当四半期累計期間の財政状態の概況

（総資産）

当第１四半期会計期間の総資産は、前事業年度から1,595百万円減少し、14,253百万円となりました。

主な要因としては、商品及び製品が166百万円増加し、現金及び預金が1,820百万円減少したことによるものであ

ります。

（負債）

当第１四半期会計期間の負債は、前事業年度から1,064百万円減少し、2,697百万円となりました。

主な要因としては、未払法人税等が580百万円、未払金が565百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

当第１四半期会計期間の純資産は、前事業年度から530百万円減少し、11,556百万円となりました。

主な要因としては、利益剰余金が517百万円減少したことによるものであります。なお、自己資本比率は、

81.1％（前事業年度76.3％）となりました。
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（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

当社は営業戦略上、売上高及び各利益の構成比率は下半期のウエイトが大きく、特に第１四半期の構成比率は小

さくなっております。当第１四半期累計期間の営業利益、経常利益及び四半期純利益が通期の業績に与える影響

は、小さいものと判断しております。

今後の見通しにつきましては、原材料・エネルギー価格の高騰や物価上昇による個人消費への影響が懸念される

等、先行きは不透明な状況であるものの、当社独自のビジネスモデルである「トイレタリーの販売を中心とした店

販戦略」と「旬報店システムを軸としたコンサルティング・セールス」を引き続き展開し、お取引先美容室の業績

向上につなげてまいります。

以上に加え、下半期のウエイトを勘案した結果、現時点において2026年７月30日に公表いたしました業績予想に

変更はございません。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2026年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2026年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,050,705 4,229,745

売掛金 1,657,928 1,286,268

有価証券 50,000 50,000

商品及び製品 1,558,901 1,725,209

仕掛品 36,139 122,771

原材料及び貯蔵品 480,612 675,561

その他 61,353 107,659

貸倒引当金 △91 △274

流動資産合計 9,895,549 8,196,940

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,224,356 2,187,102

土地 2,079,731 2,079,731

その他（純額） 442,003 450,371

有形固定資産合計 4,746,091 4,717,205

無形固定資産 278,016 431,614

投資その他の資産 928,950 907,445

固定資産合計 5,953,058 6,056,265

資産合計 15,848,607 14,253,205

負債の部

流動負債

買掛金 172,821 308,341

未払金 947,759 382,547

未払法人税等 593,000 12,820

賞与引当金 313,136 170,568

役員賞与引当金 － 356

システム障害対応費用引当金 27,015 2,115

その他 403,096 518,209

流動負債合計 2,456,829 1,394,958

固定負債

退職給付引当金 49,972 20,392

役員退職慰労引当金 818,931 833,782

資産除去債務 262,118 262,320

長期預り保証金 174,100 185,700

固定負債合計 1,305,121 1,302,196

負債合計 3,761,951 2,697,155

純資産の部

株主資本

資本金 387,800 387,800

資本剰余金 330,800 330,800

利益剰余金 13,635,222 13,117,600

自己株式 △2,267,563 △2,280,535

株主資本合計 12,086,259 11,555,665

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 396 385

評価・換算差額等合計 396 385

純資産合計 12,086,656 11,556,050

負債純資産合計 15,848,607 14,253,205
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

売上高 1,597,017 1,664,284

売上原価 444,066 470,434

売上総利益 1,152,950 1,193,849

販売費及び一般管理費 1,202,092 1,184,254

営業利益又は営業損失（△） △49,142 9,595

営業外収益

受取利息 4,322 9,661

受取配当金 602 602

業務受託料 2,400 2,400

違約金収入 2,143 38,621

その他 1,920 671

営業外収益合計 11,388 51,956

営業外費用

支払手数料 － 75

固定資産除却損 18 －

その他 55 8

営業外費用合計 74 83

経常利益又は経常損失（△） △37,828 61,468

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） △37,828 61,468

法人税、住民税及び事業税 3,716 3,716

法人税等調整額 △7,840 20,412

法人税等合計 △4,123 24,129

四半期純利益又は四半期純損失（△） △33,704 37,339
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報等の注記)

当社は美容室向けの頭髪用化粧品及び医薬部外品の製造、販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

該当事項はありません。

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(キャッシュ・フロー計算書に関する注記)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期間

に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、以下のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2025年４月１日
至 2025年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2026年４月１日
至 2026年６月30日)

減価償却費 75,362 千円 67,896 千円
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2026年９月16日

コタ株式会社

取締役会 御中

監査法人和宏事務所

大阪府大阪市

代表社員
業務執行社員

公認会計士 平 岩 雅 司

業務執行社員 公認会計士 和 田 泰 史

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられているコタ株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日

までの第48期事業年度の第１四半期会計期間（2026年４月１日から2026年６月30日まで）及び第１四半期累計期間

（2026年４月１日から2026年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書

及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表

等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただ

し、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用さ

れる規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

その他の事項

会社の2026年３月31日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間に係る四半期財務

諸表は、期中レビューが実施されていない。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が

国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める

記載の省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重

要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我

が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定め

る記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す

る責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成

されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性

が認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不

確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論

を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、

将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び

期中財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（ただし、四半期財務諸表等の作成

基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認めら

れないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


